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Ⅰ．調査の実施概要 

   

  １．目的 

 

  少子・高齢化の進行や市民意識の変化などにより、自治会・町内会等いわ

ゆる地域コミュニティ団体を取り巻く活動環境は一層厳しいものとなってい

る。 

このような中、自治会・町内会等の活動の現状と支援ニーズなどについて

の調査を実施した。 

 

  ２．実施方法 

 

     特定非営利活動法人いわきＮＰＯセンターに委託し、郵送によるアンケー

ト調査を実施した。 

 

  ３．実施期間 

 

     アンケート回収期間 平成２１年７月１３日～７月３１日 

 

  ４．実施対象 

 

     いわき市内のすべての自治会・町内会等を調査の対象とした。 

     調査アンケート送付数 ４８２通 

   

  ５．アンケート回収結果 

      

     送付数  ４８２通 

     回収数  ２７２通 

     回収率  ５６.４％ 

 

  ６．アンケート回収方法 

 

     同封返信用封筒にて返信 
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Ⅱ．アンケート調査結果 

 

１．規模（世帯数）について 

  有効回答 ２６７  平均世帯数 ２５７世帯 

世帯数 回答数 比率 

～１００ １０２ ３８．２％ 

１０１～２００ ６６ ２４．７％ 

２０１～３００ ３３ １２．４％ 

３０１～４００ １７ ６．４％ 

４０１～５００ １６ ６．０％ 

５０１～６００ ９ ３．４％ 

６０１～７００ ５ １．９％ 

７０１～８００ ４ １．５％ 

８０１～９００ ２ ０．７％ 

９０１～１０００ ３ １．１％ 

１００１～ １０ ３．７％ 

合計 ２６７ １００．０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２６７自治会から回答があった。１００世帯以下の自治会が３８.２％を占め、続い

て１０１～２００世帯が２４.７％、２０１～３００世帯が１２.４％となっている。

最小の世帯数は７世帯の自治会が２つあり、最大の世帯数は２６８３世帯となってお

り、大きな差がでている。但し、大規模自治会の中には、複数の区で一つの自治会を

形成しているケースがみられた。また、平均の世帯数は２５７世帯であった。 

 

規模（世帯数）

38.2%

24.7%

12.4%

6.4%

6.0%
3.4%

1.5%

1.9%

0.7% 1.1%

3.7%
　　　～１００

１０１～２００

２０１～３００

３０１～４００

４０１～５００

５０１～６００

６０１～７００

７０１～８００

８０１～９００

９０１～１０００

１０００～
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２．加入率について 

  有効回答 ２６０  平均加入率 ８２．０％ 

加入率 回答数 比率 

１００％ １０３ ３９．６％ 

９５％～９９％ ６９ ２６．５％ 

９０％～９４％ ２８ １０．８％ 

８５％～８９％ １０ ３．８％ 

８０％～８４％ ２１ ８．１％ 

７５％～７９％ ６ ２．３％ 

７０％～７４％ １１ ４．２％ 

６９％～ １２ ４．６％ 

合計 ２６０ １００．０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２６０自治会から回答があった。１００％加入の自治会が３９.６％を占め、続いて

９５％～９９％が２６.５％、９０％～９４％が１０.８％と続いている。 

また、全体の加入率平均は８２.０％であった。 

 

 

３．未加入の原因について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未加入の原因
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１６５の自治会から回答があった。アパート、借家の住民が加入しないとの回答が

７１自治会で一番多く、次いで経済的理由が３０自治会、高齢化が２２自治会、独身、

一人暮らしが２０自治会、隣近所の付き合いが煩わしいが１９自治会続いている。 

 

 

４．加入率向上の対策について 

    

 回答数 比率 

加入率向上の対策を行っている ９２ ３３．８％ 

加入率向上の対策を行っていない １１３ ４１．５％ 

無回答 ６７ ２４．６％ 

合計 ２７２ １００．０％ 

。 

   

    

加入率向上の対策

33.8%

41.5%

24.6% 対策を行って
いる

対策を行って
いない

無回答

 

 
 

それぞれの自治会が加入率をあげるのに苦労しているのがわかる。その内、３１自

治会が戸別訪問などを行い未加入者と話し合いを行っており、２８自治会がアパート、

貸家のオーナー、管理会社に働きかけを行っている。 
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５．活動内容について 

 有効回答 ２６９  複数回答可 

№ 活動内容 回答数 比率 

１ 地域の清掃などの環境美化活動 ２６６ ９８．９％ 

２ 災害予防や災害対策などの防災活動 ２０３ ７５．５％ 

３ 交通安全推進活動 １３７ ５０．９％ 

４ 子どもの安全の見守りなどの活動 １７２ ６３．９％ 

５ 空き巣、暴力行為防止などの防犯活動 １０５ ３９．０％ 

６ 高齢者、障がい者支援などの保健福祉活動 １１２ ４１．６％ 

７ 子供の教育、乳幼児保育などの子育て活動 ２０ ７．４％ 

８ パソコン教室、生涯学習など教育学習活動 ８ ３．０％ 

９ 祭りや伝統芸能などの維持、保存活動 １９５ ７２．５％ 

１０ 音楽、スポーツなどの趣味のサークル活動 ６６ ２４．５％ 

１１ 懇親会、旅行会などの親睦活動 １０１ ３７．５％ 

１２ 行政機関や議会などへの陳情活動 １７７ ６５．８％ 

１３ その他 ２７ １０．０％ 

 

   

活動内容

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パソコン教室、生涯学習などの教育学習活動

子どもの教育、乳幼児保育などの子育て活動

その他

音楽、スポーツなどの趣味のサークル活動

懇親会、旅行会などの親睦活動

空き巣、暴力行為防止などの防犯活動

高齢者、障がい者支援などの保健福祉活動

交通安全推進活動

子どもの安全の見守りなどの活動

行政機関や議会などへの陳情活動

祭りや伝統芸能などの維持、保存活動

災害予防や災害対策などの防災活動

地域の清掃などの環境美化活動

比率

 

２６９自治会から回答があった。実施している分野では､環境美化活動が２６６自

治会（９８.９％）でほとんどの自治会で実施しており､市民総ぐるみ清掃デーの浸透

が窺える｡次いで防災活動２０３自治会（７５.５％）、伝統芸能などの維持保存活動１

９５自治会（７２.５％）と続いている｡ 

最も少ない活動分野は教育学習活動８自治会（３.０％）、次に子育て活動２０自治

会（７.４％）であった。これらの分野は、自治会よりも市民活動団体が取り組んでい

る分野であると考えられる｡ 
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 ６．今後取り組みたい活動について 

 有効回答 ２１４  複数回答可 

№ 活動内容 回答数 比率 

１ 地域の清掃などの環境美化活動 １０４ ４８．６％ 

２ 災害予防や災害対策などの防災活動 １０６ ４９．５％ 

３ 交通安全推進活動 ６８ ３１．８％ 

４ 子どもの安全の見守りなどの活動 ７９ ３６．９％ 

５ 空き巣、暴力行為防止などの防犯活動 ５８ ２７．１％ 

６ 高齢者、障がい者支援などの保健福祉活動 ９５ ４４．４％ 

７ 子供の教育、乳幼児保育などの子育て活動 ２９ １３．６％ 

８ パソコン教室、生涯学習など教育学習活動 ２５ １１．７％ 

９ 祭りや伝統芸能などの維持、保存活動 ８４ ３９．３％ 

１０ 音楽、スポーツなどの趣味のサークル活動 ５３ ２４．８％ 

１１ 懇親会、旅行会などの親睦活動 ６５ ３０．４％ 

１２ 行政機関や議会などへの陳情活動 ６２ ２９．０％ 

１３ 共同募金などの徴収活動 ４２ １９．６％ 

１４ その他 １３ ６．１％ 

 

   

取り組みたい活動

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

パソコン教室、生涯学習などの教育学習活動

子どもの教育、乳幼児保育などの子育て活動

共同募金などの徴収活動

音楽、スポーツなどの趣味のサークル活動

空き巣、暴力行為防止などの防犯活動

行政機関や議会などへの陳情活動

懇親会、旅行会などの親睦活動

交通安全推進活動

子どもの安全の見守りなどの活動

祭りや伝統芸能などの維持、保存活動

高齢者、障がい者支援などの保健福祉活動

地域の清掃などの環境美化活動

災害予防や災害対策などの防災活動

比率

 

 

２１４自治会から回答があった。今後取り組みたい活動分野は、防災活動が１０６

自治会（４９.５％）、環境美化活動が１０４自治会（４８.６％）、保健福祉活動が９

５自治会（４４.４％）と続いている。 

最も少ない分野は、教育学習活動で２５自治会（１１.７％）、次に子育て活動が２

９自治会（１３.６％）となっている。 
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７．結成時期について 

  有効回答 ２３６ 

№ 結成時期 回答数 比率 

１ 昭和２０年以前 １１５ ４８．７％ 

２ 昭和２０年代 ２７ １１．４％ 

３ 昭和３０年代 ２１ ８．９％ 

４ 昭和４０年代 ２４ １０．２％ 

５ 昭和５０年～６０年代 ２２ ９．３％ 

６ 平成以降 ２７ １１．４％ 

 合計 ２３６ １００．０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２３６自治会から回答があった。昭和２０年以前に結成された自治会が１１５自治

会（４８.７％）と約半数を占め、その後は各年代とも同じような比率で自治会が結成

されている。 

 

 

 

８．活動資金の状況について 

  有効回答 ２４３ 

№ 活動資金の状況 回答数 比率 

１ 十分確保できている ４３ １７．７％ 

２ 何とかやっていける程度確保できている １６８ ６９．１％ 

３ やや不足している ２２ ９．１％ 

４ 不足している １０ ４．１％ 

 合計 ２４３ １００．０％ 

結成時期

48.7%

11.4%

8.9%

10.2%

9.3%

11.4%
昭和20年以前

昭和20年代

昭和30年代

昭和40年代

昭和50年～60年代

平成以降
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 ２４３自治会から回答があった。何とかやっていける程度確保できているが１６８

自治会（６９.１％）で、十分に確保できている４３自治会（１７.７％）を加えると、

２１１自治会（８６.８％）が何とか資金を確保できている。また、やや不足している

２２自治会（９.１％）と不足している１０自治会（４.１％）を加えると３２自治会

（１３.２％）が資金的に厳しい状況にある。 

 

 

９．支出総額について 

有効回答 ２０９  平均支出金額 １８４万円 

支出金額 回答数 比率 

    ～５０万円 ３７ １７．７％ 

５１万円～１００万円 ５８ ２７．８％ 

１０１万円～２００万円 ５５ ２６．３％ 

２０１万円～３００万円 ２４ １１．５％ 

３０１万円～４００万円 １８ ８．６％ 

４０１万円～５００万円 ６ ２．９％ 

５０１万円～６００万円 ２ １．０％ 

６０１万円～７００万円 ４ １．９％ 

７０１万円～８００万円 ２ １．０％ 

８０１万円～９００万円 ０ ０％ 

９０１万円～１０００万円 ２ １．０％ 

１００１万円～ １ ０．５％ 

合計 ２０９ １００．０％ 

 

 

 

 

活動資金の状況

17.7%

69.1%

9.1%
4.1% 十分確保できている

何とかやっていける程
度確保できている

やや不足している

不足している
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 ２０９自治会から回答があった。最も多い支出総額の範囲は５１万円～１００万円

が５８自治会（２７.８％）で、５０万円以下の３７自治会（１７.７％）を加えると

１００万円以下が９５自治会（４５.５％）を占める。次に１０１万円～２００万円が

５４自治会（２５.８％）と続いている。平均は１８４万円であった。 

  

 

１０．会費の徴収について 

  有効回答 ２４２ 

 回答数 比率 

会費を徴収している ２３４ ９６．７％ 

会費を徴収していない ８ ３．３％ 

合計 ２４２ １００．０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２４２自治会から回答があった。会費を徴収しているが２３４自治会（９６.７％）、

会費を徴収していないが８自治会（３.３％）でほとんどの自治会で会費を徴収してい

た。 

 

会費の徴収

96.7%

3.3%

徴収している

徴収していない

支出総額

17.7%

27.8%

26.3%

11.5%

0.5%

1.9%

1.0%

2.9%
8.6%

1.0%
0.0%

1.0%
　　　　　　～50万円

　51万円～100万円

101万円～200万円

201万円～300万円

301万円～400万円

401万円～500万円

501万円～600万円

601万円～700万円

701万円～800万円

801万円～900万円

901万円～1000万円

1001万円～
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 会費の年額について 

  有効回答 ２１１  平均金額 ６，２３６円 

金額 回答数 比率 

       ～ ２，５００円 ３３ １５．６％ 

２，５０１円～ ５，０００円 ７８ ３７．０％ 

５，００１円～ ７，５００円 ５５ ２６．１％ 

７，５０１円～１０，０００円 １９ ９．０％ 

１０，００１円～１２，５００円 １０ ４．７％ 

１２，５０１円～１５，０００円 ４ １．９％ 

１５，００１円～１７，５００円 １ ０．５％ 

１７，５０１円～２０，０００円 ６ ２．８％ 

２０，００１円～ ５ ２．４％ 

合計 ２１１ １００．０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２１１自治会から回答があった。最も多い会費の年額の範囲は２，５０１円～５，

０００円が７８自治会（３７.０％）で、次に５，００１円～７，５００円が５５自治

会（２６.１％）、２，５００円以下が３３自治会（１５.６％）と続いている。平均は

６，２３６円であった。最も高額な会費の年額は３５，０００円で、次に２５，００

０円が２自治会、２４，０００円と続いている。最も低額な会費の年額は１２５円で、

次に１８０円、６００円、８００円と続いており、この項目でも自治会によって大き

な差があった。 

 

 

 

会費の年額

15.6%

37.0%26.1%

9.0%

4.7%

1.9%

0.5%

2.8% 2.4%

　　　　　　～　2,500円

　2,501円～　5,000円

　5,001円～　7,500円

　7,501円～10,000円

10,001円～12,500円

12,501円～15,000円

15,001円～17,500円

17,501円～20,000円

20,000円～
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１１．会員の活動について 

  有効回答 ２４２ 

№ 会員の活動 回答数 比率 

１ 積極的 ４８ １９．８％ 

２ やや積極的 ９５ ３９．３％ 

３ あまり積極的ではない ９０ ３７．２％ 

４ 消極的 ９ ３．７％ 

 合計 ２４２ １００．０％ 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 ２４２自治会から回答があった。やや積極的が９５自治会（３９.３％）で、積極的

の４８自治会（１９.８％）を加えると１４３自治会（５９.１％）となる。次いであ

まり積極的ではないが９０自治会（３７.２％）で、やや積極的とほぼ同数となってい

る。 

 

１２．会長（役員）の負担について 

  有効回答 ２６９ 

№ 会長（役員）の負担 回答数 比率 

１ かなり大きい １１０ ４０．９％ 

２ やや大きい １３２ ４９．１％ 

３ 負担にならない ２７ １０．０％ 

 合計 ２６９ １００．０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会員の活動

19.8%

39.3%

37.2%

3.7%

積極的

やや積極的

あまり積極的ではない

消極的

会長（役員）の負担

40.9%

49.1%

10.0%

かなり大きい

やや大きい

負担にならない
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 ２６９の自治会から回答があった。やや大きいが１３２自治会（４９.１％）と最も

多く、次にかなり大きいが１１０自治会（４０.９％）と続いている。 

 会長（役員）の負担がやや大きいとかなり大きいを足すと２４２自治会（９０.０％）

が何らかの負担を感じていることがわかる。 

 

１３．活動の課題について 

  有効回答 ２５２  ３つ以内を選択 

№ 活動の課題 回答数 比率 

１ 役員のなり手が不足している １６３ ６４．７％ 

２ 役員が高齢化している ９０ ３５．７％ 

３ 未加入世帯が多い ３１ １２．３％ 

４ 住民の関心が少ない ６５ ２５．８％ 

５ 新旧住民の交流が難しい ４３ １７．１％ 

６ 世代間交流が難しい ４９ １９．４％ 

７ 活動の参加者が少ない ６０ ２３．８％ 

８ 特定の人しか参加しない ８３ ３２．９％ 

９ 活動内容が慣例化している ７０ ２７．８％ 

１０ 活動の指導者がいない ３１ １２．３％ 

１１ 活動のための資金が不足している ３５ １３．９％ 

１２ 活動のための情報が不足している ６ ２．４％ 

１３ 活動のＰＲが不足している ５ ２．０％ 

１４ 活動経験が不足している １８ ７．１％ 

１５ 活動や会議をする場所がない １３ ５．１％ 

１６ 他の地域との連携が弱い ３０ １１．９％ 

１７ その他 １６ ６．３％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動の課題

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

活動のPRが不足している

活動のための情報が不足している

活動や会議をする場所がない

その他

活動経験が不足している

他の地域との連携が弱い

活動の指導者がいない

未加入世帯が多い

活動のための資金が不足している

新旧住民の交流が難しい

世代間交流が難しい

活動の参加者が少ない

住民の関心が少ない

活動内容が慣例化している

特定の人しか参加しない

役員が高齢化している

役員のなり手が不足している

比率
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２５２自治会から回答があった。最も多い課題は、役員のなり手が不足しているが

１６３自治会（６４.７％）、次に役員が高齢化しているが９０自治会（３５.７％）、

特定の人しか参加しないが８３自治会（３２.９％）、活動内容が慣例化しているが７

０自治会、住民の関心が少ない６５自治会（２５.８％）と続いており、役員のなり

手と住民の不参加が自治会の課題となっている。 

 

 

１４．市民活動団体との連携交流について 

   有効回答 ２６２ 

 回答数 比率 

連携交流を行っている ３１ １１．８％ 

連携交流を行っていない ２３１ ８８．２％ 

合計 ２６２ １００．０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２６２自治会から回答があった。市民活動団体と連携交流を行っているが３２ 

自治会（１１.８％）、連携交流を行っていないが２３１自治会（８８.２％）となって

おり、市民活動団体との連携交流を行っていない自治会が多数を占めた。 

 

１５．市民活動団体との今後の連携交流について 

   有効回答 ２５１ 

 回答数 比率 

今後、連携交流を行う ３２ １２．７％ 

今後も連携交流を行わない ２１９ ８７．３％ 

合計 ２５１ １００．０％ 

市民活動団体との連携交流

11.8%

88.2%

行っている

行っていない
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２５１自治会から回答があった。市民活動団体と今後交流を行うが３２自治会（１

２.７％）、今後も連携交流を行わないが２１９自治会となっており、市民活動団体と

の連携交流は今後とも考えていないという自治会が多数を占めた。 

 

 

 

１６．活動拠点（地域集会所など）について 

   有効回答 ２３７ 

 回答数 比率 

所有している １９９ ８４．０％ 

所有していない ３８ １６．０％ 

合計 ２３７ １００．０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２３７自治会から回答があった。所有しているが１９９自治会（８４.０％）、所有

していないが３８自治会（１６.０％）であった。 

 

 

 

 

市民活動団体との今後の連携交流

12.7%

87.3%

行う

行わない

活動拠点

84.0%

16.0%

所有している

所有していない
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活動拠点の建築年数 

   有効回答 １９６  平均建築年数 ２７年 

建築年数 回答数 比率 

～１０年 ２７ １３．８％ 

１１年～２０年 ４３ ２１．９％ 

２１年～３０年 ６４ ３２．７％ 

３１年～４０年 ３９ １９．９％ 

４１年～５０年 １５ ７．７％ 

５１年～６０年 ３ １．５％ 

６１年～７０年 １ ０．５％ 

７１年～８０年 １ ０．５％ 

８１年～９０年 １ ０．５％ 

９１年～ ２ １．０％ 

合計 １９６ １００・０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １９６自治会から回答があった。最も多い建築年数の範囲は２１年～３０年が６４

自治会（３２.７％）で、次に１１年～２０年が４３自治会（２１.９％）、３１年～４

０年が３９自治会（１９.９％）、１０年以下が２７自治会（１３.８％）と続いている。

平均建築年数は２７年であった。 

 

 

 

 

 

 

建築年数

13.8%

21.9%

32.7%

19.9%

7.7%

1.5%

0.5%

0.5% 0.5%
1.0%

　　　～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～60年

61年～70年

71年～80年

81年～90年

91年～100年
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活動拠点の敷地面積 

   有効回答 １６６  平均敷地面積 ４８０㎡ 

敷地面積 回答数 比率 

～１００㎡ １９ １１．４％ 

１０１㎡～２００㎡ ２２ １３．３％ 

２０１㎡～３００㎡ ２７ １６．３％ 

３０１㎡～４００㎡ ２１ １２．７％ 

４０１㎡～５００㎡ ２３ １３．８％ 

５０１㎡～６００㎡ １７ １０．２％ 

６０１㎡～７００㎡ ７ ４．２％ 

７０１㎡～８００㎡ ６ ３．６％ 

８０１㎡～９００㎡ ３ １．８％ 

９０１㎡～１，０００㎡ １２ ７．２％ 

１，００１㎡～ ９ ５．４％ 

合計 １６６ １００．０％ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６６自治会から回答があった。最も多い敷地面積の範囲は２０１㎡～３００㎡が

２７自治会（１６.３％）で、次に４０１㎡～５００㎡が２３自治会（１３.８％）、１

０１㎡～２００㎡が２２自治会（１３.３％）、３０１㎡～４００㎡が２１自治会（１

２.７％）、１００㎡以下が１９自治会（１１.４％）とほぼ同じ比率で続いている。                                                                    

 平均敷地面積は４８０㎡であった。 

 

 

 

 

敷地面積

11.4%

13.3%

16.3%

12.7%
13.8%

10.2%

4.2%

3.6%

1.8%

7.2%
5.4%

　　　　～100㎡

101㎡～200㎡

201㎡～300㎡

301㎡～400㎡

401㎡～500㎡

501㎡～600㎡

601㎡～700㎡

701㎡～800㎡

801㎡～900㎡

901㎡～1000㎡

1001㎡～
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活動拠点の床面積 

   有効回答 １７０  平均床面積 １４２㎡ 

床面積 回答数 比率 

～５０㎡ １６ ９．４％ 

５１㎡～１００㎡ ４７ ２７．６％ 

１０１㎡～１５０㎡ ５７ ３３．５％ 

１５１㎡～２００㎡ ２９ １７．１％ 

２０１㎡～２５０㎡ ７ ４．１％ 

２５１㎡～３００㎡ ４ ２．４％ 

３０１㎡～３５０㎡ ５ ２．９％ 

３５１㎡～４００㎡ ２ １．２％ 

４０１㎡～４５０㎡ ０ ０％ 

４５１㎡～５００㎡ ０ ０％ 

５０１㎡～ ３ １．８％ 

合計 １７０ １００．０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １７０自治会から回答があった。最も多い床面積の範囲は１０１㎡～１５０㎡が５

７自治会（３３.５％）で、次に５１㎡～１００㎡が４７自治会（２７.６％）、１５１

㎡～２００㎡が２９自治会（１７.１％）と続いている。 

 平均床面積は１４２㎡であった。 

 

 

 

 

 

 

床面積

9.4%

27.6%

33.5%

17.1%

4.1%

2.4%

0.0%
1.2%

0.0%

2.9%

1.8%

　　　　～　50㎡

　51㎡～100㎡

101㎡～150㎡

151㎡～200㎡

201㎡～250㎡

251㎡～300㎡

301㎡～350㎡

351㎡～400㎡

401㎡～450㎡

451㎡～500㎡

501㎡～
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１７．いわき市に望む支援施策について 

   有効回答 ２３８  ３つ以内を選択 

№ 支援施策 回答数 比率 

１ 行政の情報提供・意見交換の場の提供 ８０ ３３．６％ 

２ 補助金などによる活動資金の提供 １２７ ５３．４％ 

３ 公共施設など活動場所の提供 ２１ ８．８％ 

４ 次の担い手となる人材の育成 ８９ ３７．４％ 

５ 活動に必要な物品・資材の提供 ８４ ３５．３％ 

６ 研修会・講座・セミナーの開催 ２７ １１．３％ 

７ ボランティア活動希望者の橋渡し １２ ５．０％ 

８ ボランティア活動の啓発、環境づくり ２５ １０．５％ 

９ 行政発行の広報誌などによる広報の促進 ２１ ８．８％ 

１０ 協働して実施する事業の促進 ３１ １３．０％ 

１１ 自治会同士の交流の場の提供 ２３ ９．７％ 

１２ 自治会と市民活動団体との交流の場の提供 １６ ６．７％ 

１３ その他 １８ ７．６％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３８自治会から回答があった。最も多いいわき市に望む支援施策は１２７自治会

（５３.４％）が補助金などによる活動資金の提供で、次に８９自治会（３７.４％）

が次の担い手となる人材の育成、８４自治会（３５.３％）が活動に必要な物品・資

材の提供、８０自治会（３３.６％）が行政の情報提供・意見交換の場の提供となっ

ている。資金と物資、人材面での支援と情報提供が上位になっている。 

 

いわき市に望む支援施策

0.0% 10.0% 20.0% 30.0 % 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

ボランティア活動希望者の橋渡し

自治会と市民活動団体との交流の場の提供

その他

行政発行の広報誌などによる広報の促進

公共施設など活動場所の提供

自治会同士の交流の場の提供

ボランティア活動の啓発、環境づくり

研修会・講座・セミナーの開催

協働して実施する事業の開催

行政の情報提供・意見交換の提供

活動に必要な物品・資材の提供

次の担い手となる人材の育成

補助金などによる活動資金の提供

比率


